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Ⅰ．平成３０年度都市局関係予算配分方針 

 

平成３０年度都市局関係予算については、各地域の整備状況や財政状況等を踏まえつ

つ、地方公共団体等からの要望を勘案し、以下の配分方針にて配分を行う。 

 

（１）国営公園等事業（直轄事業）［Ｈ３０配分額 ２２，９９８百万円］ 

  １）国営公園等整備［Ｈ３０配分額 ８，５６７百万円］ 
     公開期日が設定されている公園について重点的な配分を行うとともに、追加開

園が見込まれる公園等について事業の進捗を踏まえた所要額を配分。 

箇所数：１２箇所（継続） 

  ２）国営公園維持管理［Ｈ３０配分額 １４，４３１百万円］ 
     業務の効率化等により予算の増加を最小限に抑制しつつ、国営公園の機能確保

を図る観点から、公園施設の老朽化対策などの国営公園施設の適切な運営維持管

理について所要額を配分。 

箇所数：１７箇所（継続） 

 
（２）地域高規格道路等の整備（街路事業）［Ｈ３０配分額 ２１，２８６百万円］ 

  円滑な都市・地域活動を支え、地域経済の活性化を図るため、地方公共団体が実施す

る地域高規格道路及び IC アクセス道路の整備、連続立体交差事業の着工準備に対して、

進捗状況を踏まえた所要額を配分。 

・都市計画道路 徳島東環状線 （徳島県徳島市） 等                           

     箇所数：３０箇所（新規 ３箇所、継続 ２７箇所） 

  

（３）国際競争拠点都市整備事業［Ｈ３０配分額 １８，８６５百万円］ 

  大都市の国際競争力強化を図るために必要な都市基盤施設の整備等について、事業の

進捗を踏まえた所要額を配分。 

  ・羽田空港南・川崎殿町・大師河原地域（東京都大田区・神奈川県川崎市） 等 

     箇所数：１０箇所（継続） 

 

（４）景観まちづくり刷新支援事業［Ｈ３０配分額 ５，２４０百万円］ 

観光立国の実現を目指し、景観資源の保全・活用によるまちづくりを推進するため、

モデル地区を１０地区指定し、集中整備により概ね３年以内にまちの景観が刷新する地

区に限定し所要額を配分。 

・高山市景観まちづくり刷新モデル地区（岐阜県高山市） 等 

     箇所数：１０箇所（継続） 

 

（５）都市機能立地支援事業［Ｈ３０配分額 ８８３百万円］ 

持続可能な都市構造の実現のために中心拠点地区において、医療、福祉等の都市機能

施設を整備する事業について、事業の進捗を踏まえた所要額を配分。 

・御田屋町・東町地区（岩手県花巻市） 等 

     箇所数：４箇所（継続） 
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（６）地下街防災推進事業［Ｈ３０配分額 １，１９９百万円］ 

  利用者が多く公共性の高い地下街において、大規模地震発生時や浸水時における安全

性向上を図るため、地下街管理会社等が実施する天井板等の地下街設備の安全点検、地

下街防災推進計画の策定、計画に基づく避難通路や地下街設備の改修等に対して、事業

の進捗を踏まえた所要額を配分。 

  ・八重洲地下街（東京都中央区） 等 

     箇所数：１５箇所（新規 １箇所、継続 １４箇所） 

 
（７）密集市街地総合防災事業［Ｈ３０配分額 ３４０百万円］ 

  大規模地震に伴い甚大な被害が想定される密集市街地において、地方公共団体や民間

事業者など複数の主体が連携した総合的な環境整備に対して、事業の進捗を踏まえた所

要額を配分。 

  ・浜山地区（兵庫県神戸市） 等 

     箇所数：２箇所（継続） 

 

（８）その他の補助事業 

  １）都市公園事業［Ｈ３０配分額 ７，６０４百万円］ 
大都市地域等の既成市街地において、地方公共団体の要請に基づき、独立行政

法人都市再生機構が行う防災公園の整備について、事業の進捗を踏まえた所要額

を配分。 

・さいたま新都心公園（埼玉県さいたま市） 等 

     箇所数：５箇所（継続） 

２）市街地整備事業［Ｈ３０配分額 ３８，７５４百万円］ 
①独立行政法人都市再生機構が行うコーディネート業務等について、事業の進捗を

踏まえた所要額を配分。 

 箇所数：２箇所（継続） 

②防災対策、省エネルギー対策や子育て支援等の緊急的な政策課題に対応した質の

高い住宅・建築物を整備する市街地再開発組合に対して、事業の進捗を踏まえた所

要額を配分。  

・小倉駅南口東地区（福岡県北九州市） 等 

 箇所数：６箇所（新規 １箇所、継続 ５箇所） 

   ③地方公共団体、交通事業者等の地域の関係者で組織する協議会が、総合的な交通

戦略等に基づき実施する公共交通等の整備に対して、事業の進捗を踏まえた所要

額を配分。 

    ・新宿駅周辺地区（東京都新宿区） 等 

     箇所数：２箇所（継続 ２箇所） 

 
（９）国営追悼・祈念施設整備事業［Ｈ３０配分額 ２，１９２百万円］ 

（参考：復興庁一括計上） 

  岩手県陸前高田市、宮城県石巻市及び福島県双葉郡浪江町における国営追悼・祈念施

設（仮称）の整備事業について、事業の進捗を踏まえた所要額を配分。 

    ・箇所数：３箇所（新規 １箇所、継続 ２箇所） 
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Ⅱ．平成３０年度予算配分総括表

［総事業費］ （単位：百万円）

国営公園等

直 轄

補 助

市街地整備

補 助

住宅対策

補 助

街路

補 助

小計

直 轄

補 助

528 340 340 0

0528 340 340

19,062 21,286 21,286 0

区 分

配分対象額

配分額 未計画額
前年度(A) 30年度(B)

22,980 22,998 22,998 0

030,617 30,602 30,602

164,94264,943

7,637 7,604 7,604 0

59,187

59,187 64,943 64,942 1

19,062 21,286 21,286 0

（注）上記は工事諸費等を除いた事業費を記載している。

22,980 22,998 22,998 0

合 計 109,394 117,171 117,170 1

86,414 94,173 94,172 1
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（参考）復興庁計上予算の配分について

［総事業費］ （単位：百万円）

小計

直 轄

（注）上記は工事諸費を除いた事業費を記載している。

国営追悼・
祈念施設整
備事業

2,192

1,247 2,192 2,192 0

0合 計 1,247 2,192

1,247 2,192 2,192 0

未計画額
前年度(A) 30年度(B)

区 分

配分対象額

配分額
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Ⅲ．都道府県別等配分額

〔 直轄事業 〕 （ 単位：百万円 ）

東 北 地 方 整 備 局

関 東 地 方 整 備 局

北 陸 地 方 整 備 局

中 部 地 方 整 備 局

近 畿 地 方 整 備 局

中 国 地 方 整 備 局

四 国 地 方 整 備 局

九 州 地 方 整 備 局

小　　　　計

北 海 道 開 発 局

沖 縄 総 合 事 務 局

小　　　　計

合　　　　計

（注１）計数はそれぞれ四捨五入しているため端数において合計とは一致しないものがある。

（注２）上記は工事諸費等を除いた事業費を記載している。

2,130

区 分 国営公園等事業

776

5,871

948

2,010

4,977

807

729

2,370

2,381

18,248

4,751

22,998
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〔 直轄事業 〕 （ 単位：百万円 ）

配 分 額

85
2,335

297
373
224
363
699
309
555

1,070

小　　　　　計 6,308

1,466
793

合　　　　　計 8,567

853
687
293

1,225
1,231

861
1,311

776
807
729
639

1,002
531
809
184

小　　　　　計 11,939

904
1,588

合　　　　　計 14,431

国  営  公  園　等　　総     計 22,998

（注１）計数はそれぞれ四捨五入しているため端数において合計とは一致しないものがある。

（注２）上記は工事諸費等を除いた事業費を記載している。

国 営 公 園 等 箇 所 別 表

国 営 武 蔵 丘 陵 森 林 公 園

区 分

（ 国  営  公  園  等　整　備　費 ）

明 治 記 念 大 磯 邸 園 （ 仮 称 ）

国 営 飛 鳥 ・ 平 城 宮 跡 歴 史 公 園
淀 川 河 川 公 園
海 の 中 道 海 浜 公 園
国 営 昭 和 記 念 公 園
国 営 常 陸 海 浜 公 園
国 営 木 曽 三 川 公 園
国 営 越 後 丘 陵 公 園
国 営 明 石 海 峡 公 園

国 営 備 北 丘 陵 公 園

国 立 民 族 共 生 公 園
国 営 沖 縄 記 念 公 園

（ 国  営  公  園  維　持　管　理　費 ）

国 営 武 蔵 丘 陵 森 林 公 園
国 営 飛 鳥 ・ 平 城 宮 跡 歴 史 公 園
淀 川 河 川 公 園
海 の 中 道 海 浜 公 園
国 営 昭 和 記 念 公 園
国 営 常 陸 海 浜 公 園
国 営 木 曽 三 川 公 園
国 営 み ち の く 杜 の 湖 畔 公 園

滝 野 す ず ら ん 丘 陵 公 園
国 営 沖 縄 記 念 公 園

国 営 讃 岐 ま ん の う 公 園
国 営 越 後 丘 陵 公 園
国 営 ア ル プ ス あ づ み の 公 園
国 営 吉 野 ヶ 里 歴 史 公 園
国 営 明 石 海 峡 公 園
国 営 東 京 臨 海 広 域 防 災 公 園
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〔 補助事業 〕 （ 単位：百万円 ）

0 300 1,383 0 1,683
0 0 931 0 931

青 森 0 0 374 0 374
岩 手 0 0 558 0 558
宮 城 0 0 0 0 0
秋 田 0 0 0 0 0
山 形 0 0 0 0 0
福 島 0 0 0 0 0

0 15,998 42,006 0 58,004
茨 城 0 0 321 0 321
栃 木 0 840 0 0 840
群 馬 0 0 0 0 0
埼 玉 0 20 22,163 0 22,183
千 葉 0 220 0 0 220
東 京 0 494 14,715 0 15,209
神 奈 川 0 13,144 4,666 0 17,810
山 梨 0 1,280 0 0 1,280
長 野 0 0 141 0 141

0 0 663 0 663
新 潟 0 0 0 0 0
富 山 0 0 663 0 663
石 川 0 0 0 0 0

0 72 1,431 0 1,503
岐 阜 0 50 972 0 1,022
静 岡 0 0 0 0 0
愛 知 0 22 459 0 481
三 重 0 0 0 0 0

0 3,570 9,313 340 13,223
福 井 0 0 737 0 737
滋 賀 0 0 0 8 8
京 都 0 160 30 0 190
大 阪 0 250 7,688 0 7,938
兵 庫 0 0 384 332 716
奈 良 0 0 0 0 0
和 歌 山 0 3,160 474 0 3,634

0 0 669 0 669
鳥 取 0 0 0 0 0
島 根 0 0 0 0 0
岡 山 0 0 0 0 0
広 島 0 0 0 0 0
山 口 0 0 669 0 669

0 606 344 0 950
徳 島 0 606 0 0 606
香 川 0 0 344 0 344
愛 媛 0 0 0 0 0
高 知 0 0 0 0 0

0 740 3,500 0 4,240
福 岡 0 620 2,870 0 3,490
佐 賀 0 0 0 0 0
長 崎 0 0 614 0 614
熊 本 0 0 0 0 0
大 分 0 120 0 0 120
宮 崎 0 0 17 0 17
鹿 児 島 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0
0 21,286 60,240 340 81,866

7,604 0 4,292 0 11,896
0 0 410 0 410
0 0 0 0 0

7,604 21,286 64,942 340 94,172

（注）計数はそれぞれ四捨五入しているため端数において合計とは一致しないものがある。

合計区 分
都市公園

事業
市街地整備

事業
住宅対策

事業
街路事業

合 計
民間団体等

都市再生機構
民都機構

沖 縄
小 計

東 北

関 東

北 海 道

四 国

九 州

近 畿

中 国

北 陸

中 部
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（参考）復興庁計上予算の配分について

〔 直轄事業 〕 （ 単位：百万円 ）

北 海 道

青 森

岩 手

宮 城

福 島

茨 城

栃 木

埼 玉

千 葉

新 潟

長 野

合　　　　計

（注）上記は工事諸費を除いた事業費を記載している。

区 分
国営追悼・祈念
施設整備事業

2,192

1,397

695

100

0

0

0

0

0

0

0

0
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Ⅳ．配分箇所の具体事例

都道府県名 箇所名 配分額 事業概要

１．国営公園等事業

＜直轄事業＞

「豊かで活力のある地域づくり」

北海道（白老郡白老
町）

国立民族共生公園 1,466 　民族共生象徴空間の中核となる国立
民族共生公園について、平成32年4月
の一般公開に向けて施設等の整備を推
進する。

２．地域高規格道路等の整備

＜街路事業＞

「生産性の向上と新需要の創出による成長力の強化」

徳島県（徳島市） 都市計画道路
徳島東環状線

606 　物流の効率化、地域間交流・連携の
促進を図るため、徳島東環状線におけ
る橋梁上部工事等を実施し、事業を推
進する。
・事業延長：1.8㎞

３．国際競争拠点都市整備事業

「生産性の向上と新需要の創出による成長力の強化」

東京都（大田区）
神奈川県（川崎市）

羽田空港南・川崎殿
町・大師河原地域

4,992 　羽田空港周辺地域と京浜臨海部との
連携強化のための連絡道路の整備、土
地区画整理事業により、更なる都市拠
点化を推し進めるとともに、空港への
アクセス性の向上を図ることで、都市
の国際競争力を推進する。
・連絡道路　　　　　　　L=  840m
・土地区画整理事業　　　約16.5ha

４．景観まちづくり刷新支援事業

「豊かで活力のある地域づくり」

岐阜県（高山市） 高山市景観まちづく
り刷新モデル地区

972 　JR高山駅前の建築物の外観修景や屋
外広告物の集約化を実施するほか、舗
装の美装化等との一体的な整備により
重要伝統的建造物群保存地区までの回
遊性を高める。
・地区面積：340ha

５．都市機能立地支援事業

「豊かで活力のある地域づくり」

岩手県（花巻市） 御田屋町・東町地区 558 　花巻駅近辺の市有地に、医療施設等
の都市機能を民間活力の導入により整
備することで、定住人口及び交流人口
の増加に寄与する地域拠点の形成を図
る。
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都道府県名 箇所名 配分額 事業概要

６．地下街防災推進事業

「国民の安全・安心の確保」

東京都（中央区） 八重洲地下街 330 　大規模地震発生時おける地下街の安
心避難対策の充実を図るため、地下街
防災推進計画に基づいた事業を実施す
る。
・延床面積：約69,143㎡

７．密集市街地総合防災事業

「国民の安全・安心の確保」

兵庫県（神戸市） 浜山地区 332 　道路が狭隘で老朽木造家屋が密集し
た地域において、地方公共団体や民間
事業者等が連携し、土地区画整理事業
等により総合的な防災対策を行う。
・計画面積：27.7ha

８．その他の補助事業

＜都市公園事業＞

埼玉県（さいたま市） さいたま新都心公園 1,107 　一次避難地として機能する防災公園
を整備し、地域の防災性の向上を図
る。
・計画面積：約1.0ha

＜市街地整備事業＞

「豊かで活力のある地域づくり」

福岡県（北九州市） 小倉駅南口東地区 2,870 　市街地再開発事業による土地の高度
利用や公共施設整備に併せて、本事業
により高水準の防災性能や省エネル
ギー性能を備えた先導的な施設建築物
を整備する。
・地区面積：0.6ha

「豊かで活力のある地域づくり」

東京都（新宿区） 新宿駅周辺地区 925 　地方公共団体、交通事業者等の関係
者が連携して東西自由通路や統一され
た案内サイン等を整備し、わかりやす
く使いやすい歩行空間ネットワークを
構築する。
・L=100m

９．国営追悼・祈念施設整備事業（参考：復興庁一括計上）

「東日本大震災からの復興・創生」

福島県（双葉郡浪江
町）

国営追悼・祈念施設
（仮称）

100 　国営追悼・祈念施設（仮称）の基本
設計や測量等を実施する。
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